
  

別 紙 

新 旧 対 照 表 

 

(注)アンダーラインを付した部分は、改正部分である。 

改    正    後 改    正    前 

目    次 目    次 

 

第１章 総則 

 

第１節 通則 

 

 

第１章 総則 

 

（新設） 

第１条の２((定義))関係 第１条の２((定義))関係 

  （省略）   （同左） 

第１条の３((相続税の納税義務者))及び第１条の４((贈与税の納税義務者))共通関係  第１条の３((相続税の納税義務者))及び第１条の４((贈与税の納税義務者))共通関係 

  （省略）   （同左） 

第２条((相続税の課税財産の範囲))及び第2条の2((贈与税の課税財産の範囲))共通関係 第２条((相続税の課税財産の範囲))及び第2条の2((贈与税の課税財産の範囲))共通関係 

  （省略）   （同左） 

 

第２節 相続若しくは遺贈又は贈与により取得したものとみなす場合 

 

第３条((相続又は遺贈により取得したものとみなす場合))関係 

 

（新設） 

 

第３条((相続又は遺贈により取得したものとみなす場合))関係 

  （省略）   （同左） 

第４条((遺贈により取得したものとみなす場合))関係 第３条の２((遺贈により取得したものとみなす場合))関係 

４─１ 相続財産法人からの財産分与の時期等 

４─２ 相続財産法人から財産の分与を受ける者 

４─３ 相続財産法人から与えられた分与額 

４─４ 分与財産に加算する贈与財産 

３の２─１ 相続財産法人からの財産分与の時期等 

３の２─２ 相続財産法人から財産の分与を受ける者 

３の２─３ 相続財産法人から与えられた分与額 

３の２─４ 分与財産に加算する贈与財産 
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改    正    後 改    正    前 

（削除） 第４条((贈与又は遺贈により取得したものとみなす信託財産))関係 

（削除） 

（削除） 

４─１ 受益者確定前の信託財産 

４─２ 生命保険信託 

第５条((贈与により取得したものとみなす場合))関係 第５条((贈与により取得したものとみなす生命保険金))関係 

  （省略）   （同左） 

第６条((贈与により取得したものとみなす定期金))関係 第６条((贈与により取得したものとみなす定期金))関係 

  （省略）   （同左） 

第７条((贈与又は遺贈により取得したものとみなす場合))関係 第７条((著しく低い価額で譲渡を受けた財産))関係 

  （省略）   （同左） 

第８条((免除等を受けた債務))関係 第８条((免除等を受けた債務))関係 

  （省略）   （同左） 

第９条((その他の利益の享受))関係 第９条((その他の利益の享受))関係 

９―１～９―12  （省略） ９―１～９―12  （同左） 

９―13 信託が合意等により終了した場合 

９―14  （省略） 

（新設） 

９―13  （同左） 

 

第３節 信託に関する特例 

 

第９条の２((贈与又は遺贈により取得したものとみなす信託に関する権利))関係 

９の２―１ 受益者としての権利を現に有する者 

９の２─２ 特定委託者 

９の２─３ 信託の受益者等が存するに至った場合 

９の２─４ 信託に関する権利の一部について放棄又は消滅があった場合 

９の２─５ 信託が終了した場合 

９の２─６ 公益信託の委託者の地位が異動した場合 

９の２─７ 生命保険信託 

第９条の３((受益者連続型信託の特例))関係 

 

（新設） 

 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 
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改    正    後 改    正    前 

９の３─１ 受益者連続型信託に関する権利の価額 

９の３─２ 受益権が複層化された受益者連続型信託に関する元本受益権の全部又は一部

を有する法人の株式の時価の算定 

９の３─３ 法第９条の３第１項本文又は法令第１条の12第３項の規定の適用がある場合

の信託財産責任負担債務の帰属 

第９条の４((受益者等が存しない信託等の特例))関係 

９の４─１ 目的信託についての法第１章第３節の規定の不適用 

９の４─２ 受益者等が存しない信託の委託者が死亡した場合 

９の４─３ 受益者等が存しない信託の受益者等となる者 

９の４─４ 受益者等が存しない信託の受託者が死亡した場合 

第９条の５関係 

９の５─１ 法第９条の５の規定の適用がある場合 

 

第４節 財産の所在 

 

第10条関係 

  （省略） 

（新設） 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

第10条((財産の所在))関係 

  （同左） 

  

第２章 課税価格、税率及び控除 

 

第２章 課税価格、税率及び控除 

第１節 相続税 

 

第１節 相続税 

 

第11条の２((相続税の課税価格))関係 第11条の２((相続税の課税価格))関係 

  （省略）   （同左） 

第12条((相続税の非課税財産))関係 第12条((相続税の非課税財産))関係 

  （省略）   （同左） 

第13条((債務控除))関係 第13条((債務控除))関係 
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改    正    後 改    正    前 

  （省略）   （同左） 

第14条((控除すべき債務))関係 第14条((控除すべき債務))関係 

  （省略）   （同左） 

第15条((遺産に係る基礎控除))関係 第15条((遺産に係る基礎控除))関係 

  （省略）   （同左） 

第16条((相続税の総額))関係 第16条((相続税の総額))関係 

  （省略）   （同左） 

第17条((各相続人等の相続税額))関係 第17条((各相続人等の相続税額))関係 

  （省略）   （同左） 

第18条((相続税額の加算))関係 第18条((相続税額の加算))関係 

  （省略）   （同左） 

第19条((相続開始前３年以内に贈与があつた場合の相続税額))関係 第19条((相続開始前３年以内に贈与があつた場合の相続税額))関係 

  （省略）   （同左） 

第19条の２((配偶者に対する相続税額の軽減))関係 第19条の２((配偶者に対する相続税額の軽減))関係 

19の２―１～19の２―７  （省略） 

19の２─７の２ 隠ぺい仮装行為があった場合の配偶者の税額軽減額の計算方法 

19の２―８～19の２―19  （省略） 

（削除） 

（削除） 

19の２―１～19の２―７  （同左） 

（新設） 

19の２―８～19の２―19  （同左） 

19の２─20 「相続税の納税義務者」の意義 

19の２─21 隠ぺい又は仮装の事実に基づく金額の計算 

第19条の３((未成年者控除))関係 第19条の３((未成年者控除))関係 

  （省略）   （同左） 

第19条の４((障害者控除))関係 第19条の４((障害者控除))関係 

  （省略）   （同左） 

第20条((相次相続控除))関係 第20条((相次相続控除))関係 

  （省略）   （同左） 

第20条の２((在外財産に対する相続税額の控除))関係 第20条の２((在外財産に対する相続税額の控除))関係 

  （省略）   （同左） 
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改    正    後 改    正    前 

  

  

第２節 贈与税 

 

第21条の２((贈与税の課税価格))関係 

  （省略） 

第21条の３((贈与税の非課税財産))関係 

  （省略） 

第21条の４((特別障害者に対する贈与税の非課税))関係 

  （省略） 

第21条の６((贈与税の配偶者控除))関係 

21の６―１～21の６―８  （省略） 

21の６─９ 信託財産である居住用不動産についての贈与税の配偶者控除の適用 

第21条の７((贈与税の税率))関係 

  （省略） 

第21条の８((在外財産に対する贈与税額の控除))関係 

  （省略） 

  

第２節 贈与税 

 

第21条の２((贈与税の課税価格))関係 

  （同左） 

第21条の３((贈与税の非課税財産))関係 

  （同左） 

第21条の４((特別障害者に対する贈与税の非課税))関係 

  （同左） 

第21条の６((贈与税の配偶者控除))関係 

21の６―１～21の６―８  （同左） 

（新設） 

第21条の７((贈与税の税率))関係 

  （同左） 

第21条の８((在外財産に対する贈与税額の控除))関係 

  （同左） 

 

第３節 相続時精算課税  （省略） 

 

第３節 相続時精算課税  （同左） 

第３章 財産の評価  （省略） 

 

第３章 財産の評価  （同左） 

第４章 申告及び納付  （省略） 

 

第４章 申告及び納付  （同左） 

第５章 更正及び決定  （省略） 

 

第５章 更正及び決定  （同左） 

第６章 延納及び物納  （省略） 第６章 延納及び物納  （同左） 
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改    正    後 改    正    前 

  

第７章 雑則  （省略） 第７章 雑則  （同左） 

  

（附則） （附則） 

（経過的取扱い） （新設） 
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改   正   後 改   正   前 

 

第１章 総則 

 

第１節 通則 

 

 

第１章 総則 

 

（新設） 

 

［第１条の３((相続税の納税義務者))及び第１条の４((贈与税の納税義務者))共通関係］

 

［第１条の３((相続税の納税義務者))及び第１条の４((贈与税の納税義務者))共通関係］ 

(個人とみなされるもの) 

１の３・１の４共─２ 相続税又は贈与税の納税義務者は、相続若しくは遺贈(贈与をした

者の死亡により効力を生ずべき贈与(以下「死因贈与」という。)を含む。以下同じ。)又

は贈与(死因贈与を除く。以下同じ。)によって財産を取得した個人を原則とするが、次に

掲げる場合(その贈与又は遺贈に係る財産の価額が法人税法(昭和 40 年法律第 34 号)の規

定により社団若しくは財団又は法人(法第９条の４第３項の規定の適用により個人とみな

される社団若しくは財団又は法人を除く。)の各事業年度の所得の金額の計算上益金の額

に算入される場合を除く。)においては、それぞれ次に掲げるものは同項又は法第 66 条の

規定により個人とみなされて相続税又は贈与税の納税義務者となるのであるから留意す

る。 

(1) 法第９条の４第１項又は第２項に規定する信託の受託者(個人以外の受託者に限

る。)について同条第１項又は第２項の規定の適用がある場合 

(2)  （省略） 

(3)  （省略） 

 

 

第２節 相続若しくは遺贈又は贈与により取得したものとみなす場合 

 

［第３条((相続又は遺贈により取得したものとみなす場合))関係］ 

 

(生命保険契約の範囲) 

３─４ 法に規定する生命保険契約は、次に掲げる契約に限られるものとする。 

(1) 保険業法（平成７年法律第 105 号）第２条第３項((定義))に規定する生命保険会社、

同条第６項に規定する外国保険業者、同条第８項に規定する外国生命保険会社等又は

同条第 18 項に規定する少額短期保険業者と締結した生命保険契約 

(2) ・・・ 

(3) ・・・ 

 

 

(損害保険契約の範囲) 

３─５ 法に規定する損害保険契約は、次に掲げる契約に限られるものとする。 

(1) 保険業法第２条第４項に規定する損害保険会社、同条第６項に規定する外国保険業

者、同条第９項に規定する外国損害保険会社等又は同条第 18 項に規定する少額短期保

険業者と締結し損害保険契約 

(個人とみなされるもの) 

１の３・１の４共─２ 相続税又は贈与税の納税義務者は、相続若しくは遺贈（贈与をした

者の死亡により効力を生ずべき贈与（以下「死因贈与」という。）を含む。以下同じ。）

又は贈与（死因贈与を除く。以下同じ。）によって財産を取得した個人を原則とするが、

次に掲げる場合（その贈与又は遺贈に係る財産の価額が法人税法（昭和40年法律第34号）

の規定により社団若しくは財団又は法人の各事業年度の所得の金額の計算上益金の額に算

入される場合を除く。）においては、それぞれ次に掲げる人格のない社団若しくは財団又

は法人は法第66条の規定により個人とみなされて相続税又は贈与税の納税義務者となるの

であるから留意する。 

 

（新設） 

 

(1)  （同左） 

(2)  （同左） 

 

 

（新設） 

 

［第３条((相続又は遺贈により取得したものとみなす場合))関係］ 

 

(生命保険契約の範囲) 

３─４ 法に規定する生命保険契約は、次に掲げる契約に限られるものとする。 

(1) 保険業法（平成７年法律第 105 号）第２条第３項((定義))に規定する生命保険会社、

同条第８項に規定する外国生命保険会社等又は同条第 18 項に規定する少額短期保険業

者と締結した生命保険契約 

(2) ・・・ 

(3) ・・・ 

 

 

(損害保険契約の範囲) 

３─５ 法に規定する損害保険契約は、次に掲げる契約に限られるものとする。 

(1) 保険業法第２条第４項に規定する損害保険会社、同条第９項に規定する外国損害保険

会社等又は同条第 18 項に規定する少額短期保険業者と締結し損害保険契約 
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改   正   後 改   正   前 

(2) ・・・ 

 

 

［第４条((遺贈により取得したものとみなす場合))関係］ 

 

（相続財産法人からの財産分与の時期等） 

４─１  （省略） 

 

 

（相続財産法人から財産の分与を受ける者） 

４─２ ・・・（以下４─２において「社団等」という。）・・・ 

 

 

（相続財産法人から与えられた分与額） 

４─３  （省略） 

 

 

（分与財産に加算する贈与財産） 

４─４  （省略） 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

［第５条((贈与により取得したものとみなす場合))関係］ 

 

（損害賠償責任に関する保険又は共済の契約に基づく保険金） 

(2) ・・・ 

 

 

［第３条の２((遺贈により取得したものとみなす場合))関係］ 

 

（相続財産法人からの財産分与の時期等） 

３の２─１  （同左） 

 

 

（相続財産法人から財産の分与を受ける者） 

３の２─２ ・・・（以下３の２─２において「社団等」という。）・・・ 

 

 

（相続財産法人から与えられた分与額） 

３の２─３  （同左） 

 

 

（分与財産に加算する贈与財産） 

３の２─４  （同左） 

 

 

［第４条((贈与又は遺贈により取得したものとみなす信託財産))関係］ 

 

（受益者確定前の信託財産） 

４─１ 受益者が確定していない又は特定していない若しくは存在していない信託の委託

者について相続の開始があった場合には、その信託に関する権利は委託者の相続人が相続

によって取得する財産として取り扱うものとする。ただし、所得税法施行令（昭和40年政

令第96号）第217条の２第１項各号に掲げる要件を満たす信託法（大正11年法律第62号）

第66条((公益信託))に規定する公益信託については、その信託に関する権利の価額は零と

して取り扱うものとする。 

 

 

（生命保険信託） 

４─２ いわゆる生命保険信託については、その信託に関する権利は信託財産として取り

扱わないで、生命保険契約に関する規定（法第３条又は第５条）を適用することに取り扱

うものとする。 

 

 

［第５条((贈与により取得したものとみなす生命保険金))関係］ 

 

（損害賠償責任に関する保険又は共済の契約に基づく保険金） 
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改   正   後 改   正   前 

５─４ ・・・法施行令第１条の４に規定する・・・ 

 

 

［第７条((贈与又は遺贈により取得したものとみなす場合))関係］ 

 

 

［第９条((その他の利益の享受))関係］ 

 

（信託が合意等により終了した場合） 

９─13 法第９条の３第１項に規定する受益者連続型信託（以下「受益者連続型信託」と

いう。）以外の信託（令第１条の６に規定する信託を除く。以下同じ。）で、当該信託に

関する収益受益権（信託に関する権利のうち信託財産の管理及び運用によって生ずる利益

を受ける権利をいう。以下同じ。）を有する者(以下「収益受益者」という。)と当該信託

に関する元本受益権（信託に関する権利のうち信託財産自体を受ける権利をいう。以下同

じ。）を有する者(以下「元本受益者」という。)とが異なるもの(以下９の３─１におい

て「受益権が複層化された信託」という。)が、信託法（平成 18 年法律第 108 号。以下「信

託法」という。）第 164 条((委託者及び受益者の合意等による信託の終了))の規定により

終了した場合には、原則として、当該元本受益者が、当該終了直前に当該収益受益者が有

していた当該収益受益権の価額に相当する利益を当該収益受益者から贈与によって取得

したものとして取り扱うものとする。 

 

 

（法第７条の規定に関する取扱いの準用） 

９─14  （省略） 

 

 

第３節 信託に関する特例 

 

［第９条の２((贈与又は遺贈により取得したものとみなす信託に関する権利))関係］ 

 

 (受益者としての権利を現に有する者) 

９の２─１ 法第９条の２第１項に規定する「受益者としての権利を現に有する者」には、

原則として例えば、信託法第 182 条第 1 項第 1号((残余財産の帰属))に規定する残余財産

受益者は含まれるが、停止条件が付された信託財産の給付を受ける権利を有する者、信託

法第 90 条第１項各号((委託者の死亡の時に受益権を取得する旨の定めのある信託等の特

例))に規定する委託者死亡前の受益者及び同法第182条第１項第２号に規定する帰属権利

者(以下９の２─２において「帰属権利者」という。）は含まれないことに留意する。 

 

 

(特定委託者) 

９の２─２ 法第９条の２第１項に規定する特定委託者（以下「特定委託者」という。）

５─４ ・・・法施行令第１条の５に規定する・・・ 

 

 

［第７条((著しく低い価額で譲渡を受けた財産))関係］ 

 

 

［第９条((その他の利益の享受))関係］ 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（法第７条の規定に関する取扱いの準用） 

９─13  （同左） 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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改   正   後 改   正   前 

とは、公益信託ニ関スル法律(大正 11 年法律第 62 号)第 1条((公益信託))に規定する公益

信託（以下９の２－６において「公益信託」という。）の委託者(その相続人その他の一

般承継人を含む。以下同じ。)を除き、原則として次に掲げる者をいうことに留意する。

(1) 委託者（当該委託者が信託行為の定めにより帰属権利者として指定されている場合、

信託行為に信託法第 182 条第２項に規定する残余財産受益者等（以下９の２―５まで

において「残余財産受益者等」という。）の指定に関する定めがない場合又は信託行

為の定めにより残余財産受益者等として指定を受けた者のすべてがその権利を放棄し

た場合に限る。） 

(2) 停止条件が付された信託財産の給付を受ける権利を有する者（法第９条の２第５項

に規定する信託の変更をする権限を有する者に限る。） 

 

 

(信託の受益者等が存するに至った場合) 

９の２─３ 法第９条の２第２項に規定する「信託の受益者等が存するに至った場合」と

は、例えば、次に掲げる場合をいうことに留意する。 

(1) 信託の受益者等（法第９条の２第１項に規定する受益者等をいう。以下同じ。）と

して受益者Ａのみが存するものについて受益者Ｂが存することとなった場合（受益者

Ａが並存する場合を含む。） 

(2) 信託の受益者等として特定委託者Ｃのみが存するものについて受益者Ａが存するこ

ととなった場合（特定委託者Ｃが並存する場合を含む。） 

(3) 信託の受益者等として信託に関する権利を各々半分ずつ有する受益者Ａ及びＢが存

する信託についてその有する権利の割合が変更された場合 

 

 

(信託に関する権利の一部について放棄又は消滅があった場合) 

９の２─４ 受益者等の存する信託に関する権利の一部について放棄又は消滅があった場

合には、原則として、当該放棄又は消滅後の当該信託の受益者等が、その有する信託に関

する権利の割合に応じて、当該放棄又は消滅した信託に関する権利を取得したものとみな

されることに留意する。 

 

 

（信託が終了した場合） 

９の２─５ 法第９条の２第４項の規定の適用を受ける者とは、信託の残余財産受益者等

に限らず、当該信託の終了により適正な対価を負担せずに当該信託の残余財産（当該信託

の終了直前においてその者が当該信託の受益者等であった場合には、当該受益者等として

有していた信託に関する権利に相当するものを除く。）の給付を受けるべき又は帰属すべ

き者となる者をいうことに留意する。 

 

 

(公益信託の委託者の地位が異動した場合) 

９の２─６ 公益信託の委託者の地位が異動した場合には、それに伴い当該公益信託に関

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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改   正   後 改   正   前 

する権利も異動するのであるが、相続税又は贈与税の課税上、当該公益信託のうち所得税

法施行令（昭和 40 年政令第 96 号）第 217 条の２第１項各号に掲げる要件を満たすものに

関する権利の価額は零として取り扱うものとする。 

（注） ９の４─２参照 

 

 

(生命保険信託) 

９の２─７ いわゆる生命保険信託に関する権利については、生命保険契約に関する規定

（法第３条及び第５条）の適用があることに留意する。 

 

 

［第９条の３((受益者連続型信託の特例))関係］ 

 

(受益者連続型信託に関する権利の価額) 

９の３─１ 受益者連続型信託に関する権利の価額は、例えば、次の場合には、次に掲げ

る価額となることに留意する。 

(1) 受益者連続型信託に関する権利の全部を適正な対価を負担せず取得した場合 信託

財産の全部の価額 

(2) 受益者連続型信託で、かつ、受益権が複層化された信託（以下９の３─３までにお

いて「受益権が複層化された受益者連続型信託」という。）に関する収益受益権の全

部を適正な対価を負担せず取得した場合 信託財産の全部の価額 

(3) 受益権が複層化された受益者連続型信託に関する元本受益権の全部を適正な対価を

負担せず取得した場合（当該元本受益権に対応する収益受益権について法第９条の３

第１項ただし書の適用がある場合又は当該収益受益権の全部若しくは一部の受益者等

が存しない場合を除く。） 零 

（注） 法第９条の３の規定の適用により、上記(2)又は(3)の受益権が複層化された受益

者連続型信託の元本受益権は、価値を有しないとみなされることから、相続税又は

贈与税の課税関係は生じない。ただし、当該信託が終了した場合において、当該元

本受益権を有する者が、当該信託の残余財産を取得したときは、法第９条の２第４

項の規定の適用があることに留意する。 

 

 

(受益権が複層化された受益者連続型信託に関する元本受益権の全部又は一部を有する法人

の株式の時価の算定) 

９の３─２ 受益権が複層化された受益者連続型信託で、個人がその収益受益権の全部又

は一部を、法人(当該収益受益権を有する個人が当該法人の株式（出資を含む。）を有す

る場合に限る。）がその元本受益権の全部又は一部をそれぞれ有している場合において、

当該個人の死亡に基因して、当該個人から当該法人の株式を相続又は遺贈により取得した

者の相続税の課税価格の計算に当たっては、当該株式の時価の算定における昭和 39 年４

月25日付直資56ほか１課共同「財産評価基本通達」(以下「評価基本通達」という。) 185((純

資産価額))の計算上、当該法人の有する当該受益者連続型信託に関する元本受益権(当該

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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改   正   後 改   正   前 

死亡した個人が有していた当該受益者連続型信託に関する収益受益権に対応する部分に

限る。)の価額は零として取り扱う。 

 

 

(法第９条の３第１項本文又は法令第１条の12第３項の規定の適用がある場合の信託財産責

任負担債務の帰属) 

９の３─３ 信託財産責任負担債務(信託法第２条第９項((定義))に規定する信託財産責

任負担債務をいう。以下「信託財産責任負担債務」という。)は、次に掲げる場合には、

次に掲げる信託に関する権利に帰属することに留意する。 

(1) 信託財産責任負担債務に係る信託に関する権利について法第９条の３第１項本文の

規定の適用がある場合 同項本文に規定する制約が付されていないものとみなされた

受益者連続型信託に関する権利 

(2) 信託財産責任負担債務に係る信託に関する権利について法令第１条の12第３項の規

定の適用がある場合 同項各号に規定する受益者等が有するものとみなされた信託に

関する権利 

 

 

［第９条の４((受益者等が存しない信託等の特例))関係］ 

 

(目的信託についての法第１章第３節の規定の不適用) 

９の４─１ 信託法第 258 条第１項((受益者の定めのない信託の要件))に規定する受益者

の定め（受益者を定める方法の定めを含む。）のない信託で、かつ、特定委託者の存しな

いものについては、相続税法第１章第３節の規定の適用がないことに留意する。 

 

 

(受益者等が存しない信託の委託者が死亡した場合） 

９の４─２ 受益者等が存しない信託の委託者が死亡した場合には、法第９条の４第１項

の規定の適用により当該信託の受託者が当該信託に関する権利を遺贈によって取得した

ものとみなされる場合を除き、当該信託に関する権利は当該死亡した委託者の相続税の課

税財産を構成しないことに留意する。 

 

 

(受益者等が存しない信託の受益者等となる者) 

９の４─３ 法第９条の４第１項に規定する「当該信託の受益者等となる者」又は第２項

に規定する「当該受益者等の次に受益者等となる者」が複数名存する場合で、そのうちに

１人でも当該信託の委託者（同項の次に受益者等となる者の前の受益者等を含む。）の親

族（令第１条の９に規定する者をいう。以下９の５─１において同じ。）が存するときは、

法第９条の４第１項又は第２項の規定の適用があることに留意する。 

 

 

(受益者等が存しない信託の受託者が死亡した場合) 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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改   正   後 改   正   前 

９の４─４ 法第９条の４第１項又は第２項の規定の適用により、信託に関する権利を贈

与又は遺贈により取得したものとみなされた受託者が死亡した場合であっても、当該信託

に関する権利については、当該死亡した受託者の相続税の課税財産を構成しないことに留

意する。 

 

 

［第９条の５関係］ 

 

(法第９条の５の規定の適用がある場合) 

９の５─１ 受益者等が存しない信託については、法第９条の４第１項又は第２項の規定

の適用の有無にかかわらず、当該信託について受益者等（同条第１項又は第２項の信託の

残余財産の給付を受けることとなる者及び同項の次に受益者等となる者を含む。）が存す

ることとなり、かつ、当該受益者等が、当該信託の契約締結時（令第１条の 11 各号に規

定する時をいう。）における委託者の親族であるときは、法第９条の５の規定の適用があ

ることに留意する。 

 

 

第４節 財産の所在 

 

［第 10 条関係］ 

 

(主たる債務者が 2以上ある場合の債権の所在) 

10─４ ・・・法施行令第 1条の 14 の規定・・・ 

 

 

第２章 課税価格、税率及び控除 

 

第１節 相続税 

 

［第 11 条の２((相続税の課税価格))関係］ 

 

（裁判確定前の相続分） 

11 の２―４ ・・・まだ法第 32 条第２号、同条第３号、法施行令第８条第２項第１号又は

第２号に掲げる事由が未確定の場合には、・・・ 

 

 

（代償財産の価額） 

11 の２─10 ・・・ 

（注）算式中の符号は、次のとおりである。 

Ａは、・・・ 

Ｂは、・・・ 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

［第10条((財産の所在))関係］ 

 

(主たる債務者が2以上ある場合の債権の所在) 

10─４ ・・・法施行令第 1条の８の規定・・・ 

 

 

第２章 課税価格、税率及び控除 

 

第１節 相続税 

 

［第11条の２((相続税の課税価格))関係］ 

 

（裁判確定前の相続分） 

11の２―４ ・・・まだ法第32条第２号、同条第３号、法施行令第８条第１号又は同条第

２号に掲げる事由が未確定の場合には、・・・ 

 

 

（代償財産の価額） 

11 の２─10 ・・・ 

（注）算式中の符号は、次のとおりである。 

Ａは、・・・ 

Ｂは、・・・ 
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改   正   後 改   正   前 

Ｃは、代償分割の対象となった財産の相続開始の時における価額（評価基本通達の定

めにより評価した価額をいう。） 

 

 

 

［第 12 条((相続税の非課税財産))関係］ 

 

（保険金の非課税金額の計算） 

12─９ ・・・租税特別措置法（昭和32年法律第26号。以下「措置法」という。）第70条

第１項(同条第10項又は第11項において準用する場合を含む。)又は第３項の規定の適用を

受ける部分がある場合は・・・ 

 

 

［第19条の２((配偶者に対する相続税額の軽減))関係］ 

 

（配偶者の税額軽減額の計算方法） 

19 の２─７ 法第 19 条の２第１項第２号に規定する「当該相続又は遺贈により財産を取得

したすべての者に係る相続税の総額に、次に掲げる金額のうちいずれか少ない金額が当該

相続又は遺贈により財産を取得したすべての者に係る相続税の課税価格の合計額のうち

に占める割合を乗じて算出した金額」の算出方法を算式で示すと、次のとおりである。

 

 

 

       Ｃ又はＤのいずれか少ない金額 

   Ａ × 

            Ｂ 

 

 

 

（注） 算式中の符号は、次のとおりである。 

Ａは、当該相続又は遺贈（当該相続に係る被相続人からの贈与により取得した財

産で相続時精算課税の適用を受けるものに係る贈与を含む。以下 19 の４─４まで

において同じ。）により財産を取得したすべての者に係る相続税の総額 

Ｂは、当該相続又は遺贈により財産を取得したすべての者に係る相続税の課税価

格の合計額（当該合計額に 1,000 円未満の端数があるとき又はその全額が 1,000 円

未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てるものとする。以下 19

の２─７の２において同じ。） 

Ｃは、法第 19 条の２第１項第２号イに掲げる金額 

Ｄは、法第 19 条の２第１項第２号ロに掲げる金額 

 

 

Ｃは、代償分割の対象となった財産の相続開始の時における価額（昭和 39 年４月 25 日

付直資 56 ほか１課共同「財産評価基本通達」（以下「評価基本通達」という。）の定

めにより評価した価額をいう。） 

 

 

［第12条((相続税の非課税財産))関係］ 

 

（保険金の非課税金額の計算） 

12─９ ・・・租税特別措置法（昭和32年法律第26号。以下「措置法」という。）第70条

第１項又は第３項の規定の適用を受ける部分がある場合は・・・ 

 

 

 

［第19条の２((配偶者に対する相続税額の軽減))関係］ 

 

（配偶者の税額軽減額の計算方法） 

19 の２─７ 法第 19 条の２第１項第２号に規定する「当該相続又は遺贈により財産を取得

したすべての者に係る相続税の総額に、次に掲げる金額のうちいずれか少ない金額が当該相

続又は遺贈により財産を取得したすべての者に係る相続税の課税価格の合計額のうちに占

める割合を乗じて算出した金額」の計算は、次の算式の順により計算するものとする。 

なお、「当該相続又は遺贈により財産を取得したすべての者」には、当該被相続人に係る

法第１条の３各号に該当するすべての者が含まれることに留意する。 

 

当該相続又は遺贈

により財産を取得

したすべての者に

係る相続税の総額

×

法第19条の２第１項

第２号イ又はロに掲

げる金額のうちいず

れか少ない金額 

＝Ａ

 

Ａ÷ 

当該相続又は遺贈により財産を取得した

すべての者に係る相続税の課税価格の合

計額 
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改   正   後 改   正   前 

（隠ぺい仮装行為があった場合の配偶者の税額軽減額の計算方法） 

19 の２─７の２ 法第 19 条の２第５項の規定の適用がある場合における配偶者の税額軽

減額は、19 の２─７の算式中ＡからＤの金額をそれぞれ次に掲げる金額に読み替えて計算

したところの金額によることに留意する。 

(1) Ａの金額 次の算式により算出した相続税の課税価格の合計額に係る相続税の総額

（当該金額に 100 円未満の端数があるとき又はその全額が 100 円未満であるときは、

その端数金額又はその全額を切り捨てるものとする。） 

    ａ－（ｂ＋ｃ） 

(2) Ｂの金額 上記(1)の算式により算出した相続税の課税価格の合計額 

(3) Ｃの金額 次の算式により算出した金額（当該金額に 1,000 円未満の端数があると

き又はその全額が 1,000 円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨て

るものとする。）に民法第 900 条の規定による被相続人の配偶者の相続分（相続の放

棄があった場合には、その放棄がなかったものとした場合における相続分とする。）

を乗じて算出した金額（当該被相続人の相続人（相続の放棄があった場合には、その

放棄がなかったものとした場合における相続人）が当該配偶者のみである場合には、

当該合計額とする。）に相当する金額と１億 6000 万円のいずれか多い金額 

    ａ－（ｄ＋ｅ） 

(4) Ｄの金額 次の算式により算出した金額（当該金額に 1,000 円未満の端数があると

き又はその全額が 1,000 円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨て

るものとする。） 

    ｆ－（ｇ＋ｅ） 

（注） 算式中の符号は次のとおりである。 

ａは、法第 19 条の２第１項第２号イの「課税価格の合計額」（当該合計額の基

となった各人の課税価格について通則法第118条第１項の規定による端数処理を行

っている場合には、当該処理をする前の金額の合計額とする。） 

ｂは、被相続人から相続又は遺贈により財産を取得した者（以下 19 の２―７の

２において「納税義務者」という。）が相続又は遺贈により取得した財産の価額の

うち被相続人の配偶者が行った法第 19 条の２第６項に規定する隠ぺい仮装行為に

よる事実に基づく金額（以下 19 の２─７の２において「隠ぺい仮装行為に係る金

額」という。）と当該納税義務者の債務及び葬式費用のうち当該配偶者が行った隠

ぺい仮装行為に係る金額との合計額（当該合計額が当該納税義務者に係る相続又は

遺贈により取得した財産の価額の合計額（法第 13 条第１項又は第２項の規定の適

用がある場合にはこれらの規定による控除後の金額をいう。以下 19 の２─７の２

において「純資産価額」という。）を上回る場合には、当該納税義務者に係る純資

産価額とする。） 

ｃは、納税義務者につき法第 19 条の規定により相続税の課税価格に加算される

財産の価額のうち被相続人の配偶者が行った隠ぺい仮装行為に係る金額 

ｄは、被相続人の配偶者が相続又は遺贈により取得した財産の価額のうち納税義

務者が行った隠ぺい仮装行為に係る金額と当該配偶者の債務及び葬式費用のうち

当該納税義務者が行った隠ぺい仮装行為に係る金額との合計額（当該合計額が当該

配偶者に係る純資産価額を上回る場合には、当該配偶者に係る純資産価額とする。）

（新設） 
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改   正   後 改   正   前 

ｅは、被相続人の配偶者につき法第 19 条の規定により相続税の課税価格に加算

される財産の価額のうち納税義務者が行った隠ぺい仮装行為に係る金額 

ｆは、法第 19 条の２第１項第２号ロに掲げる課税価格（当該課税価格について

通則法第 118 条第１項の規定による端数処理を行っている場合には、当該処理をす

る前の金額とする。）に相当する金額 

ｇは、被相続人の配偶者が相続又は遺贈により取得した財産の価額（法第 19 条

の２第２項に規定する分割されていない財産の価額を除く。）のうち納税義務者が

行った隠ぺい仮装行為に係る金額と当該配偶者の債務及び葬式費用のうち当該納

税義務者が行った隠ぺい仮装行為に係る金額との合計額（当該合計額が法第 19 条

の２第１項第２号ロの金額の計算の基となった純資産価額に相当する金額を上回

る場合には、当該純資産価額に相当する金額） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「相続税の納税義務者」の意義） 

19の２―20 法第19条の２第５項に規定する相続税の納税義務者とは、当該相続に係る被

相続人から相続又は遺贈（当該相続に係る被相続人からの贈与により取得した財産で相

続時精算課税の適用を受けるものに係る贈与を含む。19の２―21において同じ。）によ

り財産を取得した者で、法第１条の３各号に掲げる者に該当するすべてのものをいい、

当該被相続人の配偶者に限られないのであるから留意する。 

 

 

（隠ぺい又は仮装の事実に基づく金額の計算） 

19の２─21 法第19条の２第５項の規定の適用がある場合における同条第１項第２号イの

「課税価格の合計額」及び同号ロの「課税価格に相当する金額」については、それぞれ

次の金額によるものとする。 

(1) 法第19条の２第１項第２号イの「課税価格の合計額」 同号イの課税価格の合計額

（当該合計額の基となった各人の課税価格について通則法第118条第１項の規定によ

る端数処理を行っている場合には、当該処理をする前の金額の合計額とする。）から

配偶者の課税価格のうち隠ぺい又は仮装の事実に基づく金額に相当する金額を控除し

た金額（当該金額に1,000円未満の端数があるとき又はその全額が1,000円未満である

ときは、その端数金額又はその全額を切り捨てるものとする。）とする。この場合、

「課税価格のうち隠ぺい又は仮装の事実に基づく金額」は、配偶者が相続又は遺贈に

より取得した財産の価額のうち当該相続又は遺贈に係る相続税の納税義務者（以下19

の２─21において「納税義務者」という。）の隠ぺい又は仮装に係る金額及び配偶者

の債務及び葬式費用として納税義務者が仮装した金額の合計額（当該合計額が配偶者

に係る相続又は遺贈により取得した財産の価額の合計額（法第13条第１項又は第２項

の規定の適用がある場合にはこれらの規定による控除後の金額。以下19の２─21にお

いて「純資産価額」という。）を上回る場合には、当該配偶者に係る純資産価額）並

びに配偶者につき法第19条の規定により相続税の課税価格に加算される財産の価額の

うち納税義務者の隠ぺい又は仮装に係る金額の合計額（当該合計額が累積増差課税価

格を上回る場合には、当該累積増差課税価格とする。）をいう。 
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改   正   後 改   正   前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 贈与税 

 

［第 21 条の６((贈与税の配偶者控除))関係］ 

 

(居住用不動産の範囲) 

21 の６─１ 法第 21 条の６第１項の規定による贈与税の配偶者控除の適用を受けられる

者（以下 21 の６─９までにおいて「受贈配偶者」という。）が取得した次に掲げる土地

若しくは土地の上に存する権利（以下 21 の６─１、21 の６─２及び 21 の６─９において

「土地等」という。）又は家屋は、同項に規定する居住用不動産（以下 21 の６─９まで

(2) 法第19条の２第１項第２号ロの「課税価格に相当する金額」 同号ロの金額から当

該金額に係る配偶者の課税価格のうち隠ぺい又は仮装の事実に基づく金額に相当する

金額（当該金額が累積増差課税価格を上回る場合には、当該累積増差課税価格とする。）

を控除した金額（当該金額に1,000円未満の端数があるとき又はその全額が1,000円未

満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てるものとし、当該金額が赤字

のときは０とする。）とする。この場合、「課税価格のうち隠ぺい又は仮装の事実に

基づく金額」は、配偶者が相続又は遺贈により取得した財産の価額（同条第２項の規

定による分割されていない財産の価額を除く。）のうち納税義務者の隠ぺい又は仮装

に係る金額及び配偶者の債務及び葬式費用として納税義務者が仮装した金額の合計額

（当該合計額が同条第１項第２号ロの金額の計算の基となった純資産価額に相当する

金額を上回る場合には、当該純資産価額に相当する金額）並びに配偶者につき法第19

条の規定により相続税の課税価格に加算される財産の価額のうち納税義務者の隠ぺい

又は仮装に係る金額の合計額をいう。 

（注） 累積増差課税価格とは、配偶者の課税価格（通則法第118条第１項の規定による

端数処理を行っている場合には、当該処理をする前の金額とする。）から当該配偶

者の当初課税価格を控除した金額（当該金額が赤字のときは０とする。）をいう。

この場合、当初課税価格は、次に掲げる区分に応じ、それぞれに掲げる金額をいう。 

(1) 配偶者が期限内申告書を提出している場合 配偶者について、当該期限内申

告書による課税価格に、修正申告書の提出及び更正により増加した課税価格の

うち更正があるべきことを予知して提出されたものでない修正申告書による金

額及び修正申告又は更正前の相続税額の計算の基礎とされていなかったことに

ついて正当な理由があると認められる事実に基づく金額を加算した金額 

(2) 配偶者が相続税の期限内申告書を提出していない場合 配偶者について、期

限後申告書による課税価格及び修正申告書の提出により増加した課税価格のう

ち更正又は決定があるべきことを予知して提出されたものでないこれらの申告

書による金額並びに期限後申告書若しくは決定による課税価格又は修正申告書

の提出若しくは更正により増加した課税価格のうち期限内申告書の提出がなか

ったこと及び期限後申告書による相続税額又は修正申告若しくは更正前の相続

税額の計算の基礎とされていなかったことについて正当な理由があると認めら

れる事実に基づく金額の合計額 

 

 

第２節 贈与税 

 

［第21条の６((贈与税の配偶者控除))関係］ 

 

(居住用不動産の範囲) 

21の６─１ 法第21条の６第１項の規定による贈与税の配偶者控除の適用を受けられる者

（以下21の６─３までにおいて「受贈配偶者」という。）が取得した次に掲げる土地若し

くは土地の上に存する権利（以下21の６─１及び21の６─２において「土地等」という。）

又は家屋は、同項に規定する居住用不動産（以下21の６─５までにおいて「居住用不動産」
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改   正   後 改   正   前 

において「居住用不動産」という。）に該当するものとして取り扱うものとする。 

(1) ・・・ 

(2) ・・・ 

(3) ・・・ 

 

 

(信託財産である居住用不動産についての贈与税の配偶者控除の適用) 

21 の６─９ 受贈配偶者の取得した信託に関する権利（法第９条の２第６項ただし書に規

定する信託に関する権利及び法第９条の４第１項又は第２項の規定により贈与により取

得したものとみなされる信託に関する権利を除く。）で、当該信託の信託財産に属する資

産が次に掲げるいずれかのものである場合には、当該信託に関する権利（次に掲げるいず

れかのものに対応する部分に限る。）は、居住用不動産に該当することに留意する。 

(1) 当該信託の信託財産に属する土地等又は家屋が居住用不動産に該当するもの 

(2) 当該信託の委託者である受贈配偶者が信託した金銭により、当該信託の受託者が、

信託財産として取得した土地等又は家屋（当該信託の委託者である受贈配偶者が信託

した金銭（法第 21 条の６第１項に規定する配偶者から贈与により取得した金銭に限

る。）により取得したもので、かつ、当該金銭に対応する部分に限る。）が居住用不

動産に該当するもの 

この場合において、受贈配偶者が、法第 21 条の６第２項の規定により贈与税の申告書

に添付すべき規第９条第２号に掲げる居住用不動産に関する登記事項証明書については、

当該土地等又は家屋に係る信託目録が含まれたものが必要であることに留意する。 

 

 

［第 21 条の８((在外財産に対する贈与税額の控除))関係］ 

 

（「当該財産の価額」等の意義） 

21 の８―３ ・・・暦年課税においては贈与税の配偶者控除及び贈与税の基礎控除前の当

該財産の価額、相続時精算課税においては措置法第 70 条の３の２第２項に規定する住宅

資金特別控除額、同法第 70 条の３の４第１項に規定する特別控除額及び法第 21 条の 12

第１項に規定する特別控除額の控除前の当該財産の価額をいうものとする。 

 

 

［第 21 条の 15((相続時精算課税に係る相続税額))関係］ 

 

（相続税の課税価格への加算の対象となる財産） 

21 の 15―１ ・・・ 

（注） 法第 21 条の 12 第１項に規定する相続時精算課税に係る贈与税の特別控除の金額に

相当する金額、措置法第 70 条の３の２第２項に規定する住宅資金特別控除額に相当

する金額及び同法第 70 条の３の４第１項に規定する特別控除額に相当する金額につ

いても法第21条の 15第１項の規定により相続税の課税価格に加算されることに留意

する。 

という。）に該当するものとして取り扱うものとする。 

(1) ・・・ 

(2) ・・・ 

(3) ・・・ 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［第21条の８((在外財産に対する贈与税額の控除))関係］ 

 

（「当該財産の価額」等の意義） 

21の８―３ ・・・暦年課税においては贈与税の配偶者控除及び贈与税の基礎控除前の当

該財産の価額、相続時精算課税においては措置法第70条の３の２第２項に規定する住宅

資金特別控除額及び法第21条の12第１項に規定する特別控除額の控除前の当該財産の価

額をいうものとする。 

 

 

［第21条の15((相続時精算課税に係る相続税額))関係］ 

 

（相続税の課税価格への加算の対象となる財産） 

21の15―１ ・・・ 

（注） 法第21条の12第１項に規定する相続時精算課税に係る贈与税の特別控除の金額に

相当する金額又は措置法第70条の３の２第２項に規定する住宅資金特別控除額に相

当する金額についても法第21条の15第１項の規定により相続税の課税価格に加算さ

れることに留意する。 
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改   正   後 改   正   前 

 

 

第４章 申告及び納付 

 

［第 27 条((相続税の申告書))関係］ 

 

（相続税の申告書の提出義務者） 

27─１ ・・・その取得した財産につき法第19条の２第１項並びに措置法第69条の４第１

項、第69条の５第１項、第70条第１項、第３項、第10項及び第11項の規定の適用がない

ものとして計算した場合において・・・ 

 

 

（申告期限の直前に認知等があった場合の申告書の提出期限の延長） 

27―５ 法第32条第２号から第４号まで若しくは法施行令第８条第２項第１号若しくは第

２号に掲げる事由・・・ 

 

 

［第30条((期限後申告の特則))関係］ 

 

（法第30条第１項の規定による期限後申告書を提出することができる者） 

30─１ ・・・ 

(1) ・・・ 

(2) ・・・ 

(3) ・・・ 

(4) ・・・ 

(5) ・・・ 

(6) ・・・ 

(7) 条件付の遺贈について、条件が成就したこと。 

 

 

［第 32 条((更正の請求の特則))関係］ 

 

（死後認知があった場合の更正の請求） 

32―３ ・・・その後、当該弁済すべき額が確定したことを知った日の翌日から４月以内

に法施行令第８条第２項第２号に規定する事由に基づく更正の請求を行うこととなるの

であるから留意する。 

・・・第 32 条第２号及び法施行令第８条第２項第２号に規定する事由を併せて更正の

請求があった場合には・・・ 

 

 

（附則） 

 

 

第４章 申告及び納付 

 

［第27条((相続税の申告書))関係］ 

 

（相続税の申告書の提出義務者） 

27─１ ・・・その取得した財産につき法第19条の２第１項並びに措置法第69条の４第１

項、第69条の５第１項、第70条第１項、同条第３項及び同条第10項の規定の適用がないも

のとして計算した場合において・・・ 

 

 

（申告期限の直前に認知等があった場合の申告書の提出期限の延長） 

27―５ 法第32条第２号から第４号まで若しくは法施行令第８条第１号若しくは第２号に

掲げる事由・・・ 

 

 

［第30条((期限後申告の特則))関係］ 

 

（法第30条第１項の規定による期限後申告書を提出することができる者） 

30─１ ・・・ 

(1) ・・・ 

(2) ・・・ 

(3) ・・・ 

(4) ・・・ 

(5) ・・・ 

(6) ・・・ 

(7) 条件付又は期限付の遺贈について、条件が成就し、又は期限が到来したこと。 

 

 

［第32条((更正の請求の特則))関係］ 

 

（死後認知があった場合の更正の請求） 

32―３ ・・・その後、当該弁済すべき額が確定したことを知った日の翌日から４月以内

に法施行令第８条第２号に規定する事由に基づく更正の請求を行うこととなるのである

から留意する。 

・・・第32条第２号及び法施行令第８条第２号に規定する事由を併せて更正の請求があ

った場合には・・・ 

 

 

（附則） 
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改   正   後 改   正   前 

 

（経過的取扱い） 

(1) 所得税法等の一部を改正する法律（平成 19 年法律第６号）附則第 49 条第１項((相続

税法の一部改正に伴う経過措置))の規定により、なお従前の例によることとされた信託

については、平成 19 年５月 25 日付課資２─５ほか１課共同「『相続税法基本通達』の

一部改正について」(法令解釈通達)による改正前の相続税法基本通達（昭和 34 年１月

28 日付直資 10 ほか）を適用する。 

 

（新設） 

(2) 平成19年３月31日以前に相続又は遺贈により取得した財産に係る相続税については、

平成19年５月25日付課資２─５ほか１課共同「『相続税法基本通達』の一部改正につ

いて」(法令解釈通達)による改正前の19の２―21（隠ぺい又は仮装の事実に基づく金

額の計算）を適用する。 
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